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１ はじめに 
現在の鉄道輸送は、旅客では長距離輸送で航空との激しい競争にさらされ、貨物では地球温暖化
の観点からトラック輸送から鉄道輸送への「モーダルシフト」が叫ばれ、これらに対応するために
鉄道会社はより高い効率による経営が求められている。 
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このような背景もあり、鉄道会社が保有する各種資源の使用計画の立案（スケジューリング）に
対する数理技術の活用が盛んになりつつある。具体的には、車両や乗務員、駅構内の線路など、有
限性のある資源をどのように使うかを計画するための各種モデルや方法が提案されている。 
一方、鉄道において使用される各種の資源は、導入や設置、配置に慎重な検討を要するものが少
なくない。たとえば、鉄道業の主たる存在である車両は、その導入のための費用の関係から必要数
を超える車両を導入することは望ましくないが、一方で必要な輸送力を確保するための数の車両の
導入は行わねばならない。 
このように鉄道には、具体的なダイヤに対応して作成されるべき資源の運用計画とともに、より
高い視点からの計画立案や戦略的な意思決定が存在すると考えられる。しかしながら、このような
意思決定に資するモデルの提案や活用がされているとは現状では言いがたい。 
戦略的計画に対する数理的アプローチの必要性は富井[1]も言及しているが、本稿ではこれに対し
て独自の視点からその必要性や可能性に関して考察し、その種の計画立案や意思決定に寄与し得る
モデルについて言及する。 
 
２ 鉄道における計画立案の階層構造と戦略的計画 
2.1 鉄道における計画立案 
鉄道における資源の使用に関する計画およびその立案は、その作成のタイミングから、 
• ダイヤの改正毎に作成される「基本計画」 
• 臨時列車の運行に対応する基本計画の部分的な変更である「実施計画」 
• 事故などによる列車遅延でダイヤが乱れた場合に、各種資源の使用計画を修正する「運転整理」 
の三段階に分類できる[2]。計画の対象としては、具体的には車両や乗務員の他、駅構内の線路の用
い方なども含まれる。もちろん、ダイヤの策定作業も計画立案のうちの一つである。 
鉄道における資源の使用計画の立案は、ダイヤに対応してさまざまな資源を時間的にどう割り当
ててゆくかを決めるプロセスであり、実際に輸送というサービスを提供する上で、もっとも具体的
かつ不可欠な計画立案と位置づけられる。 
 
2.2 意思決定や計画立案の階層構造:製造業を例に 
なんらかの資源やハードウェアの利用を前提にする企業の意思決定や計画立案は、その資源や
ハードウェアの導入の可否に関するものと、それをどのように使うかの、二つに分けることができ
る。 
たとえば、製造業では生産設備（工場）を上記の「資源・ハードウェア」として、それを用いて
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製品を生産するが、そこでの計画立案は大きく分類して、 
• 比較的長期にわたる戦略的な計画立案 
• 短期の具体的・詳細な計画立案 
の二つがある。 
前者は、工場の設置や拡張などの活動のための計画立案・意思決定である。工場の設置コストは
決して低くなく、ひとたび設置したならばある程度の期間使用することを前提にせざるを得ない。
そこでは、その導入・設置コストや耐用年数を勘案し、需要との兼ね合いで導入や拡張の可否、ま
たその規模を決定するのが通常である。 
後者は、そのような与えられたハードウェア（工場）の能力を前提に、具体的な生産計画やスケ
ジュールを作るものであり、計画の対象とする期間やその細かさに応じて、期間計画、月度計画、
日程計画などに分類される。 
このように、製造業における計画立案は、長期的視点からみた戦略的なものと、工場や生産設備
のようなハードウェアの存在を前提にした短期的（戦術的、運用的）なものの二種類に分類され、
これらが階層的な構造をなしている。 
 
2.3 鉄道における計画立案の階層構造 
鉄道業においても、ハードウェアを活用する意味では製造業のそれと類似の計画立案や意思決定、
およびそれらの階層構造があると考えられる。すなわち、「ハードウェアの導入や設置・配置に関す
る計画立案」と、それらにしたがって「ハードウェアをどのように使うかの詳細な計画立案」が、
それぞれ 2.2 節での分類に対応する。後者に相当するのが、2.1 節で述べた計画立案である。 
一方で、鉄道業におけるハードウェアや広く資源に属するものは多岐にわたる。線路そのものも
一種の有限資源であり、駅や車両基地なども有限資源である。乗務員はハードウェアではないもの
の各種の訓練や資格が必要であり、これも一種の有限資源として考えるべきであろう。 
これらは、固定的な資源と可搬的な資源に分類することが可能である。前者は線路や駅、車両基
地など、設置したならばそれを移動することができないものである。後者は車両や乗務員などであ
り、使用に際して移動が伴うものである。 
いずれの資源もその導入コストは安価ではなく、そのような資源の導入や利用法の検討は、製造
業におけるのと同様の長期的視点から意思決定をすべき、あるいはせざるを得ない部分があると考
えられる。 
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2.4 鉄道における戦略的計画 
2.3 節で述べた固定的な資源に対する導入の計画は、製造業における長期の戦略的な計画と類似
した側面を持っている。すなわち、駅や車両基地の設置はその規模や容量、場所も含めて、意思決
定は十年あるいはそれ以上の期間を想定して行わねばならない戦略的なものと考えられる。 
路線上の駅の場所は、予想される需要と設置費用のバランスの上で決定されるべき性格を持つ。
しかし、その費用は極めて高価であるため改廃は安易には行えず、一般に、一度設置したならばそ
れを長期間にわたって使用することを前提にしなければならない。 
車両基地も同様の性格を持っている。車両基地は、車両が運行に充てられてないときに待機する
場所として必ず必要である。また、車両は一定の間隔で検査や修理を必要とするため、一般には各
車両の所属の基地を定め、ここに定期的に戻るような運用を行っている。 
たとえば通勤路線の場合、夜中は列車が走っていないので車両を留置する広大な場所が必要とな
る。一方で、朝夕のピーク時には多くの列車が運転されるため、基地は閑散となる。一般に、地価
が高い場所に基地を設置することは土地の取得費用の面から避けたい。しかし、路線上の旅客需要
や列車の運行密度は時間的にも区間的にも必ずしも一定ではなく、列車が夜中や閑散時間帯に待機
する場所が列車の運行密度の高い区間と過度に離れていると、旅客を載せずに列車を走らせる距離
が長くなり、車両の使用効率が低下したり必要とする車両数が多くなる可能性もある。また、これ
に関連して、基地を一ヶ所に集中するのが良いのか、あるいは地理的に離れたところに分散させる
べきかなども問題になろう。 
可搬的な資源の場合には、導入コストの面で固定的な資源と類似の側面を持っている他、それら
を一般に複数ある基地にどう配置・配分するかという問題があり、これも戦略的な側面を持つ。 
 
2.5 戦略的意思決定のための数理モデルの必要性 
このような戦略的な意思決定には、なんらかの数理モデルを用いることが得策かつ必要である。
数理モデルは、現実のシステムや問題内の構成要因間の関係を数学的に記述したものであり、現実
のシステムでのなんらかのアクションによって生じる結果を現実のシステムを介することなく定量
的に知るための道具として、ここでは位置づけよう。 
そこでは、計画や意思決定の段階に応じて入力情報の抽象化や集約が必要となろう。たとえば、
生産システムの短期の計画の中でも対象とする期間がもっとも長い「期間計画」は、より下位の意
思決定に求められる情報の細かさよりも粗い情報をそのインプットとする。これは、下位の意思決
定がなされる前にそれらの前提となる事項を決めるために集約した情報を与えるためである。また、
仮に細かいインプットが可能であっても、モデルの規模が大きくなり過ぎて計算機技術の範囲では
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扱えなくなる可能性があるほか、細かい情報を入力として計算をしても、直近の未来であればその
決定が意味を持つものの、計画期間の終りに近い時期ではそもそもそのような決定が意味を持たな
いこともある。 
したがって、この種の意思決定に対応するモデルでは、意思決定の対象にもよるものの、詳細な
インプットを要するとなんらかの不便を生じる可能性もあり、また出力が過度に細密である必要は
ないであろう。すなわち、戦略的な意思決定のための数理モデルは、現実をうまく反映しているこ
とが求められるとともに、現実との対応の度合に関する入力・出力への要求が、短期的な計画立案
のための数理モデルの入出力に対する要求に比べてやや緩いと考えられる。 
また、このような戦略的な意思決定のためには、What-if 分析が可能なモデルが有用である。そこ
では、なんらかの具体的な前提下での各種方策の検討や感度分析が主たる興味となるが、特に、最
適化モデルとして表現できれば「特定の方策下における最適なやり方」同士の比較が可能である。 
もちろん、シミュレーションモデルによる表現やその活用も考えられなくは無いが、シミュレーショ
ンはその特性上、方策を与えるだけでシステムの挙動がほぼ決定するようなケースにおいて異なる方
策間の比較をする場合により適切である。ここでは、最適化によって得た答を意思決定の際の基点と
することを目指し、まずは問題の近似の第一歩として最適化モデルで表現することを指向する。 
このような意図のもとで、戦略的な意思決定に用いられ得るモデルとして、車両と基地に関する
数理モデルをそれぞれ３節と４節で紹介・提示し、各種の方策や施策の検討の可能性に関して論じる。 
 
３ 車両に関する意思決定のための数理モデル 
3.1 概論 
ここでは特定の線区に対する意思決定をすることを想定しよう。上位の経営的観点から見ると、 
• 必要とされる大まかな輸送力に対して、どんな形式の車両をどの程度の数必要とするか 
• 新たな設備の設置や現行のそれの改良などが、車両の使用効率や提供できるサービスの向上に
対してどの程度の寄与をするか 
などを評価することが必要となる。これらは、単に資源の数量や規模の評価や決定などのみならず、
各種資源の使用方策そのものを検討することも含まれる。 
車両は、それが使用される線区の様々な要因によって特徴づけられ、それらを勘案した車両が各
線区に配置されている。また、種々の都合により同一線区に複数の形式の車両が混在して使用され
ることもしばしばある。そこでは、どのくらいの数の車両が必要なのか、複数の形式の車両がある
場合はどの形式の車両をどの列車に割り当てるか、ダイヤの改編により列車種別や列車数の変更が
生じた場合にそれに応じて所要車両数がどう変化するか、などが興味の対象となり得よう。 
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またここでいう設備とは、たとえば駅そのものや駅構内の線路、車両が次の列車に充当されるま
で待機する留置場所などを指すが、これらの新設や拡張・改良によって、現状では不可能な車両運
用が可能になる、さらにはその結果としてより効率的な車両の使用が実現するなどの可能性がある。 
このようなことから、現在所有している資源をどうやって効率的に利用するかを考えるだけではな
く、ある資源の増設や改良によって他の資源のより効率的な利用やより高い水準のサービスが提供可
能になるか否かを検討することは、経営レベルの意思決定で必要とされる事項と位置づけられよう。
同時に、これらの意思決定はダイヤに基づく計画立案とは違ってその上位に位置すると考えられる。 
一方、車両が軌道を共有し決められたダイヤに則って運行が行われ、また車両は目的地についた
らば折り返して別の列車に充当されるという鉄道の特性を勘案すると、なんらかの運行スケジュー
ルを前提にするのが、評価モデルそのものの構築や結果の直観的な理解を容易にすると考えられる。
すなわち、軌道そのものもリソースであることを考えると、これらの要因まで抽象化することは問
題の本質を失うことになり兼ねない。 
しかし、このような意思決定のためにより下位の計画立案で用いられるモデルをそのまま使うの
は、具体的かつ詳細に過ぎる可能性がある。一方でどこまでの簡略化をするかは意思決定の内容や
結果に対して求める精度によって異なるため、一概には議論できない。また、2.5 節で述べた What-if
分析を行う立場から考えると、このようなモデルを繰り返し解くことが必要となるため、数学的な
問題の規模が過度に大きくなったり求解に時間がかかったりすることは望ましくない。 
さらに、2.1 節で述べた計画立案のうちもっとも上位に位置する基本計画はそれ単独でもかなり
難しい問題であり、解くこと自体が難しいのみならず、現場レベルでの実施計画にも直結するとい
う意味で、詳細に過ぎる。 
そのような観点からは、たとえば車両に対する基本計画の数理モデル内では考慮する必要がある
周期的な検査や、目的地に到着した列車を別の列車に充当する際の手間や時間などについて、より
高度な意思決定のためのモデルではある程度の省略をしたり簡略化をする、あるいはなんらかの前
提を置かざるを得ず、またそのような簡略化を行ったり前提を置いたとしても、施策の検討には十
分に耐え得ると考えられる。 
 
3.2 旅客数に着目した編成内容の決定モデル 
3.2.1 背景 
現在の旅客輸送を目的にした列車の運転は、機関車の牽引による動力集中方式から、電車や気動
車などによる動力分散方式にその主流が移行している[3]。 
動力分散方式の利点としては、編成の分割や併合が容易であることが挙げられる。動力集中方式
鉄道における戦略的計画のための最適化モデルの活用 109 
は、経済性において動力分散方式に比べて有利であるものの、列車の方向が変わるときに機関車の
つけかえが必要であり、また自走できない客車や貨車に対して常に機関車を必要とするため分割や
併合の手間がかかり、運転性において動力分散方式に比べて劣る。これに対して動力分散方式では
このようなことがなく、また動力分散方式の中でも特に電車は加減速の性能が優れている利点もあ
り、高頻度の輸送に適するため、都市近郊路線のみならず列車の運行頻度が高い主要幹線において
もこの方式の採用が進んでいる。このような背景もあり、動力分散方式が今日の旅客輸送において
主流となった[3]。 
ところで、電車や気動車の実際の運行単位は、それが使用される線区や充当される列車の性格に
応じて、一ないし二両から、十数両までと多岐にわたる。ここで後者の長大な編成を要する場合に
着目しよう。このような場合でも、実際の運行を長大な固定編成によってではなく、より短い編成
をいくつか繋げて行うことで、同一両数の固定編成とほぼ同等の輸送力を提供できるとともに、分
割・併合（増解結）の容易さに基づき輸送力をより細かく調整できるメリットが生じる。特に、路
線上の旅客需要が時間的あるいは場所的に偏りがある場合、きめ細かく旅客需要に対応するために
は、柔軟な車両運用が必要になると考えられる。 
このような問題意識に対応するモデルとしては Schrijver[4]が提示したものが先駆けであり、その
延長上のAlfieri et al.[5]のモデルがこの種の方策の検討や意思決定に適すると考えられる。そこで、
Alfieri et al.のモデルの概要とこのようなモデルを用いた分析の可能性について述べよう。 
 
3.2.2 モデル 
特定の線区において運行ダイヤが所与であるとする。すなわち、各列車の始発駅や終着駅、途中
の停車駅、それらの出発時刻・到着時刻などがすべて所与である。また、その線区で使用される車
両形式は単一と見なせるものとする。 
列車は、運用上の最低の単位である「列車ユニット」（以下単に「ユニット」と称する）を一つ以
上用いて運行される。使用可能なユニットの種類は所与であり、その種類を特定することでユニッ
トを構成する車両数やその内容、乗車できる旅客数などが定まる。また、ユニットの増解結が行え
る駅も所与であり、その増解結が行える駅間単位での各列車の各座席等級（一等、二等など）の旅
客需要が既知である。 
このような前提下で効率的な車両運用を見つけるのが本モデルの目的であり、この問題を整数多
品種流問題（integer multicommodity flow problem）として表現する。すなわち、品種を「ユニットの
種類」に、ノードを「列車を増解結が行える駅間で分割した単位」の「開始（出発）」および「終了
（到着）」に、アークをその「分割した単位」（すなわち、ある列車の特定の区間）と「ユニットの
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駅での滞留」にそれぞれ対応させ、列車の運行に対応するアークに与えられた旅客需要を座席等級
ごとに満たしつつ、車両の運用効率に対応する目的関数を最適にするような、ユニットの各列車へ
の割り当てを決定する。 
 
3.2.3 分析の可能性 
Alfieri et al.は、上記のような基本モデルと増結・解放の実務面を考慮して各ユニットの列車編成
内での順序まで考慮するモデルの二つを提示している。ところで、このモデルはオランダの鉄道の
事例に対応したものだが、日本（主として JR）の場合に基本計画の段階で考慮している周期的な検
査はこのモデルでは考慮していない。したがってこのモデルは、日本のケース（基本計画の立案）
に直接利用することはできない。 
しかし、検査をとりあえず考えないものとした場合にこのモデルから得られるユニット数は、本
来の所要数に対する一種の下界としての解釈が可能である。さらに、要員や設備の関係で現状では
許されていない増結・解放を許す、すなわち特定の駅で許されていない増解結をそこで可能にした
場合の車両運用の効率の検討は、このようなモデルによって行われるべき性格のものであろう。 
また、これと類似のモデルによって、臨時列車の運行区間の決定も含む意思決定の試み[6]も検討
されており、種々の計画立案や現状に対する改善案の検討など様々な活用の可能性が考えられよう。 
 
3.3 列車の性格に着目した機関車の割り当てモデル 
前節のモデルと類似するが、モデルの狙いの違いや具体的な分析の意図も交えて論じる。 
 
3.3.1 背景 
同一路線内の列車が、複数の形式の車両によって運行されることはしばしば見られる。これは、
列車種別によって充当すべき車両の性格（速度性能や接客設備）が異なる、あるいは新形式の車両
と旧形式の車両が混在するなど、いくつかの場合がある。 
異なる形式が混在しても、全くそれを意識せずに使用することができる状況（複数の形式を同一
視して使用できる場合や、形式ごとに予め割り当てるべき列車が決まっている場合）であればそれ
は使用計画の立案上の困難の度合は低いが、現実は必ずしもそうではない。すなわち、列車の性格
と車両形式の相性の範囲内で、充当可能な複数の車両形式から一つを選び出さねばならない状況が
基本計画の段階で発生することがある。 
このように、列車の性格と車両の相性の観点から、列車に割り当てるべき車両形式を決めつつ車
両数の評価を行うことに重点がある場合は、以下で示すようなモデルにより評価・決定することが
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考えられる。 
 
3.3.2 問題の概要 
3.2.1 節で動力分散方式が主流になった現状を述べたが、その一方で長距離列車、ことに貨物輸
送においては未だ動力集中方式がその主力である。そこで、機関車によって牽引される列車が多数
運行されている特定の線区に着目しよう。そこでは、その線区の各列車の始発・終着駅ならびに途
中停車駅、およびその発着時刻、機関車を交換可能な駅（途中駅も含む）も所与である。また、各
列車の性格に応じて、複数存在する機関車の形式のどれが割り当て可能かの候補（一般に複数）も
所与である。 
ここで、同一の機関車が牽引する列車の最小の区間を「トリップ」と呼ぼう。機関車はトリップ
単位で交換できるが、ある機関車が列車の担当が終了しその列車から解放されても、所定の時間が
経過後でないと別の列車に充当できない。この時間は、駅構内（正確には駅と駅に隣接する車両基
地の中）での各種作業や次の列車に充当するための準備に必要な時間に対応する。 
ところで、機関車の列車への充当の可否は列車の性格と機関車の特性から決まるが、機関車の使
用方策や状況によってその効率は異なると考えられる。そこで、方策を変更した際の機関車の使用
効率や形式毎の所要台数などの変化を観察することを考えよう。なお、効率の評価はなんらかの所
与の関数によって可能であると仮定する。 
 
3.3.3 モデル 
問題をネットワークフローモデルで表現する。具体的には、24 時間中の機関車の所在を時空間
ネットワークで表現する。アークは、i）列車のトリップに対応する「トリップアーク」、ii）機関
車が特定の列車で到着し別の列車で出発するまでの駅での滞留に対応する「滞留アーク」の、二種
類がある（いずれも有向アーク）。ノードは、トリップの出発や到着の駅およびその時刻に対応する。 
トリップアークは、あるトリップを担当可能な機関車形式に関して、出発駅・時刻に対応する「出
発ノード」と到着駅・時刻に対応する「到着ノード」を結ぶ。滞留アークは、機関車があるトリッ
プでその駅に到着したことを表す到着ノードと、必要な時間が経過した後に充当可能なすべてのト
リップの出発ノードを結ぶ。 
ネットワークは機関車の形式毎にあり、各トリップは割り当て可能な形式の中からいずれかの形
式の機関車が割り当てられねばならない。ある機関車の形式のネットワークに含まれる担当可能な
トリップが他の形式のネットワークのトリップと一切重複がない場合、その形式では単独のネット
ワークフロー問題を解くことになる。しかし、あるトリップに割り当て可能な機関車の形式が複数
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ありどの形式を割り当てるかを決定する場合は、形式を品種に対応させた 0-1 多品種流問題として
解く。なお、このモデルの定式化は付録として示した。 
 
3.3.4 本モデルの用途に関する可能性 
貨物列車に充当される機関車を前提にした場合には、このようなモデルに基づき付録に示した定
式化に対して具体的な目的関数を与え、さらには必要な制約を付加するなどした上で、ある方策下
での機関車の列車への最適な割り当てをみつけ、異なる方策間の比較をすることが考えられる。具
体的には、 
• 線区上に分散して存在する各基地に所属する機関車の形式ごとにその走行範囲を変化させた場
合の、機関車の使用効率や所要台数の変化を調べる 
• 特定の形式の機関車が旧式化して保有台数が減少する際に、その代替として新規に導入する機
関車の形式や台数（さらにはその配置基地）を、割り当て列車とともに検討する 
• トリップの終了駅で機関車が担当の列車から解放されたらば、できる限り短時間に次の列車に
割り当てられたほうが機関車の使用効率は高くなるが、一方でそのための時間は駅構内や基地
内の配線や要員の数にも依存するため、この時間をなんらかの手段で短縮できる場合の機関車
の使用効率の向上幅や所要台数の変化を分析する 
などのことが例として考えられよう。 
どのような分析が実際に必要であるかは具体的な意思決定やその際の状況に依存するため、ここ
では上で示した例をあくまでも可能性を示唆するためのものと位置づけているが、現実には存在す
る検査の制約がこのモデルで考慮がされていなくても、問題の近似表現の第一歩としては十分受け
入れられるものであろう。 
 
４ 車両基地に関する意思決定のための数理モデル 
4.1 背景 
車両基地は、それをその路線のどこに設置するかを決めるのみならず、基地の規模なども含めて
考えるべき意思決定の対象である。 
ところで、基地は規模だけではなく、基地内の配線によってその効率が変化することにも留意す
る必要がある。基地には、車両編成を切り離す手間をかけずに留められる十分な長さの置き場所（留
置線）が必要だが、短い編成や単一の車両単位で留置する場合も含めて、留置線に複数の編成や車
両が置かれることがある。その際、各留置線の長さや配列、留置線内での編成や車両の位置関係に
よっては、ある編成や車両の出入りを他の留置されている編成や車両が邪魔をし、そこで入れ換え
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が発生し手間がかかるなどの問題がある。 
すなわち、車両基地は、単に最大何両の車両が留められるかだけではなく、想定されるダイヤに対
してその入れ換えの手間がどの程度であるかの観点からも併せて検討されるべき性質を持っている。 
 
4.2 機関車の基地内の留置計画 
4.2.1 概要 
北古賀ら[7]が対象にしている問題は、構内作業計画[1]に類似する側面もあるが、むしろ細かい
制約を考慮すること無く、機関車の基地の構内の作業スケジュール立案を支援する可能性を残しな
がら、より高い視点の意思決定に寄与することを指向している。 
客車や貨車から成る列車に充当される機関車は、その列車が終着駅や機関車の交換駅に到着する
とそれら客車や貸車から解放され、駅に隣接する基地に留置される。そして、次の列車に充当され
るまで待機をし、また検査が必要な場合はそれを施行する。 
機関車は、基地内の機関車を留置する場所（機留線）に置かれるが、基地はその内部の線路のつ
ながり方（配線）や機留線の本数、あるいはそれらの長さの制約があるため、留置の仕方次第では
ある機関車の出発時に他の機関車がその進路を塞ぐことがある。その場合には機関車を入れ換える
作業（入換）が必要となる。 
したがって、到着した機関車の基地内での留置の方法（場所）に応じて入換の手間が異なり、ま
たそれに応じて必要な要員数も変化するため、計画段階で入換回数が少なくなるような留置方法を
決めておくことが望まれる。この留置方法の決定のことを「留置計画」と呼ぶ。 
 
4.2.2 問題の詳細 
24 時間中の各機関車の到着および出発時刻が所与のもとで、基地に到着した機関車を留置する機
留線を決定する。定式化における目的関数は各機関車の出発時に発生する「入換」（後述）の総回数
であり、これを最小化したい。 
制約は「各機留線に留置する機関車の合計長はそれぞれの機留線長以下になること」であり、ま
た、機関車によっては基地で検査を行うため当該の機関車を特定の機留線に留置することも考慮す
る必要がある。 
ここでいう「入換」とは、「ある機留線に留置されている機関車が基地を出発する際に進路を塞が
れているがゆえに必要となる、他の機関車の移動」のことであり、その際に移動させる必要がある
他の機関車の数を「入換回数」と定義する。そこでは、機関車をどう移動させるかなどは問わない。
また、機留線長の関係からある機関車が同一の機留線内でのみ移動する必要がある場合でも、これ
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を入換とは見なさない。 
さらに、現場で発生する細かい条件はこれを一部省略したほか、機関車を一度留置したらばそれ
以後の機留線の変更は不許可であると仮定する。 
このような仮定の下で総入換回数を最小化する問題は、混合 0-1 整数計画問題として定式化する
ことができる。 
 
4.2.3 本モデルの使用法 
このような計画立案は、基本的にはダイヤの改正時に行われる性質のものである。したがって、
このモデルによって、新たなダイヤに対応した留置方法を決定したり入換の手間を予め調べたりす
ることが、主たる使用法となる。 
しかしさらに進んで、新たな基地の設計時にその基地の効率を予め評価することや、既存の基地
の拡張や配線の変更に応じた入換の手間の変化を分析することが考えられる。すなわち、現状の配
線に即したインスタンスを与える代わりに、新規の基地の配線や既存の基地の配線を変更したもの
に対応したインスタンス、さらには新たなダイヤに対応したインスタンスを与えることで、入換に
必要な手間を分析できる。 
すなわちこのモデルは、単に留置計画の立案を支援するのみならず、基地の効率分析を通じて一
段階の高い視点の意思決定にも寄与し得る可能性を持っている。 
 
５ おわりに 
本稿では、鉄道業における、各種の資源の使用計画に比べてより高い視点からの計画立案や意思
決定について言及し、それらに対する数理モデルの必要性を説き、併せて具体的な数理モデルを紹
介し、またそれらの使用法に関して可能性を示唆した。 
本稿では、あくまでも利用可能な数理モデルと、それを使い得る意思決定や計画立案の関係を可
能性のレベルで述べただけであり、これら以外にもさまざまな意思決定や計画立案があり得るとと
もに、それらに対応した数理モデルの提案が望まれることは疑いの余地がない。 
そのような提案のためには、鉄道業におけるこのレベルの意思決定問題の整理や洗い出しが第一
に必要であり、これによって新たな数理モデルやそれを解くための方法に関する必要性が喚起され
ると考えられる。 
 
付録 3.3節のモデルの定式化 
以下に、3.3 節で説明した問題の定式化を示す。 
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記号の定義 
以下の記号を定義する。 
 
集合 
K  機関車の形式の集合 
S  滞留アークの集合 
T  トリップアークの集合 
A 到着ノードの集合 
D  出発ノードの集合 
tK  トリップアーク t T∈ に対応するトリップを担当可能な機関車の形式の集合（ tK K⊆ ） 
kS  機関車形式 k の滞留アークの集合（ kS S⊂ ） 
 
変数 
k
tx  機関車形式 k K∈ が担当可能なトリップに対応するトリップアーク t T∈ に対して定義され
る変数で、当該形式の機関車をそのトリップに割り当てれば 1、さもなくば 0 
k
sy  滞留アーク ks S∈ に対応して機関車が滞留すれば 1、さもなくば 0 
 
さらに、 ( )dep t D∈ をトリップアーク t T∈ の出発ノード、 ( )arr t A∈ をトリップアーク t の到着
ノード、 ( )a s A∈ を滞留アーク s S∈ の始点のノード、 ( )d s D∈ をその滞留アークの終点のノード、
と定義する。 
それぞれの機関車の形式に対応するネットワークは、機関車形式 k が担当可能なトリップに対応
するトリップアークの集合（T の部分集合）と、これによって決まる Aや D の部分集合（点の集合）、
および各駅での滞留時間の上下限を考慮してそれら到着ノードと出発ノードを両端にもつ滞留アー
クの集合 kS から構成される。 
 
定式化 
min ( )f x y,                             (1) 
( ) ( )
s t 0
k
k k
s t
s S d s dep t
y x
∈ | =
. . − = ,∑        tk K t T∈ , ∈         (2) 
( ) ( )
0
k
k k
t s
s S a s arr t
x y
∈ | =
− = ,∑       tk K t T∈ , ∈         (3) 
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1
t
k
t
k K
x t T
∈
= , ∈∑         (4) 
is 0 or 1kt tx k K t T, ∈ , ∈         (5) 
is 0 or 1k ksy s S k K, ∈ , ∈         (6) 
 
(1)は変数 x 、 y によって定義されるなんらかの目的関数 f (x, y) を最小化することを意味する。
(2)式は出発ノードにおける流量保存則を、(3)式は到着ノードにおける流量保存則を表す。(4)式は
各トリップはいずれかの形式の機関車を割り当てて被覆されねばならないことを表している。 
この定式化はモデルの基本部分であり、実際には保有する特定の形式の機関車の台数に関する制
限（上限や下限）やなんらかの方策に合わせて、各種制約を加えたり各機関車形式のネットワーク
の内容を変えたりした上で、それを解くことになる。 
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